Community Area Types of Tokyo by 高木 竜輔
173 
総合都市研究第 78号 2002
[審査付き論文B (一般投稿論文)] 
コミュニティ特性に関する東京都の地域類型
1.問題設定
2.先行研究
3.分析
4. コミュニティ特性に関する東京都の地域類型
高木竜輔*
要約
コミュニティレベルの問題への対応においては各自治体住民による共同的な対応が欠か
せない。しかしその対応は、各市区町村の地域特性やそこで生活する地域住民の社会的属
性が異なるために、必ずしも同じ水準でなされるわけではないと考えられる。この論文の
目的はコミュニティ活動の水準を規定すると考えられる社会的指標に基づき、コミュニ
ティ特性に閲する東京都の地域類型を作成することである。この論文ではコミュニティ特
性と関連する 13の指標を選択し、主成分分析とクラスタ一分析をおこなった結果、 6つの
地域類型が導き出された。分析の結果として導き出された地域類型は、都市社会学で議論
されてきたゾーン型の特徴とセクター型の特徴を併せ持つ、混合型の地域類型であった。
つまり、ゾーンの中心としての都心地区が設定され、都心地区を取り囲む形で「下町」地
区、「山の手」地区がセクター状に形成され、そして都心地区に対してゾーン状に多摩東部
地区、多摩北部・西部地区、奥多摩地区がクラスターとして導き出された。
1 .問題設定
東京都における重要な政策課題として環境問題
が存在する。近年においても東京都は環境確保条
例を設定するなど環境問題に対して積極的に対応
している。
しかし環境問題へのコミュニティレベルでの対
応は、行政機関としての東京都だけの問題ではな
く、各市区町村や地域コミュニティで生活を営む
地域住民の問題でもある。地域住民は、さまざま
ネ東京都立大学大学院社会学研究科(博士課程)
な環境問題に対して行政機関に異議申し立てをお
こなったり、リサイクル活動をおこなったりする
など、地域住民の連帯性を基盤にした活動を展開
することによって、環境問題に対応し解決してい
くことも必要となるだろう。
環境問題へのコミュニティレベルでの対処とい
うことについて考える場合、倉沢進の都市的生活
様式論、つまり、都市における生活様式の本質は
専門機関による専門処理という指摘をまず思い浮
かべることができるだろう(倉沢 1977)。しかし、
この先どんなに都市化が進展しようとも、すべて
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の領域が専門処理の対象になるわけではない。つ
まり、いくら都市的生活様式の特徴を専門機関に
よる専門処理として指摘したところで、地域住民
による共同処理が必要な領域が完全に消滅するこ
とはないだろう(園部 1984)。とくにコミュニ
ティレベルの環境問題は専門処理がすすみにくい
とともに、地方行政機関と地域住民の間で紛争が
たびたび生ずる領域でもある。またこのことは、
共同処理が必要な領域が環境問題だけに限定され
るわけではなく、各種サークル活動やボランティ
ア活動など地域活動全般にあてはまるといえる
(たとえば、地域活動の具体的な場であるコミュ
ニティセンターができたからといって必ずしも地
域活動が一定のパターンに従って活性化するわけ
ではない)。近年、 NPOやボランティア活動が活
発になされていることをかんがみると、地域社会
における共同処理は衰退するどころか、ますます
重要になりつつあると言えるだろう。
ここではコミュニティレベルでの共同処理、共
同的対応が重要になってくることの一つの例とし
て環境問題を取り上げた。しかし、ひるがえって
考えると、このような地域活動の水準は各地域社
会の構成員の社会的属性によって部分的に規定さ
れると考えられる。本論文の目的は、そのような
前提に基づき、東京都における各市区町村の地域
活動の水準を規定するデータを取り上げ、コミュ
ニティ特性に基づく東京都の地域類型を作成する
ことである。このような作業は、コミュニティレ
ベルの問題に対する東京都下の各市区町村に居住
する地域住民の対応のちがいを説明する際に、そ
の一要因として用いることを念頭に置いている o
そのため、東京都における各市区町村のコミュニ
ティ特性と、実際のコミュニティ意識・コミュニ
ティ活動との関連を明らかにすることは今後の課
題としたい。
2. 先行研究
はじめに社会学における地域類型論を簡単に整
理しておこう。地域類型を導き出す作業は多くお
こなわれているが、代表的なものに絞って簡単に
みていきたい。本論文ではコミュニティの類型化
の作業と、シカゴ学派の伝統を組む社会地区分析
についてその大枠について紹介しておくにとどめ
る。
2. 1 地域社会の類型論の系譜
はじめに社会学における類型論の系譜を確認し
ておこう。地域類型を導き出す試みは 60年代か
ら70年代にかけておこなわれた。有名な議論と
して奥田道大と鈴木広の類型化を紹介しておこう。
奥田は、意識(普遍的一特殊的)と行動(主体
的一客体的)という二軸をクロスさせ、 4つのコ
ミュニティ意識類型を設定している(奥田 1983)。
そのように設定されたのが、 (1)地域共同体、 (2)伝
統型アノミー、 (3)個我、 (4)コミュニティの4つ
の類型であり、奥田にとって (4)が理念形として
設定されている。
また鈴木広は、「利己主義一相互主義」と「地
域主義 開放主義」の軸をクロスさせ、コミュニ
ティ意識に関する 4類型、すなわち、(1)地域的
相互主義、(11)地域的利己主義、 (il)開放的利己
主義、(IV)開放的相互主義、を提示している(鈴
木 1978)。鈴木はコミュニティ意識の原型とし
て(1)地域的相互主義を設定しているが、産業
化・都市化の影響により、コミュニティ意識は
(ll)地域的利己主義、 (il)開放的利己主義へと変
容するとしている。(IV)開放的相互主義は「市民
意識」といいかえることのできるものであるが、
それはあくまでも理念であり、期待概念にすぎな
い。
両者の議論はあくまでもコミュニティ意識に
ついての地域類型であるが、そのような作業に
よってその当時の地域社会の現状分析をおこなう
と同時に、理念型としての「コミュニティ」をど
のように構築するかという問題状況のもとに展開
されたものと要約することができるだろう。もち
ろんこのような議論の背景には、高度経済成長に
ともなう人々の空間的・社会的移動と、その結果
としての地域社会における共同性の欠如が問題と
され、コミュニティ形成が社会学だけでなく、当
時の現代日本社会における重要な課題となってい
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たことを確認しておくことができるだろう。
2. 2 社会地区分析
他方、都市社会学には、都市を空間構造の面か
ら把握するシカゴ学派以来の伝統が存在する。紙
幅の関係から詳細に述べることはできないが、そ
の流れを簡単に要約すると、パージェスの同心円
理論から、その反証としてのセクタ一理論、多核
心理論、そして因子生態学を用いた社会地区分析
へと展開されてゆく(森岡 1986、松本 1995)。
日本における分析例として『東京の社会地図』
(倉沢編 1986)を挙げることができるだろう。
この研究において、 500メートルメッシュマップ
を単位とした東京 23区を分析対象とした社会地
区分析が試みられている。『東京の社会地図』に
おいて明らかになった点は、社会経済的指標(職
業など)ではセクター型、人口・家族的指標(人
口密度、世帯類型など)でいうとゾーン型の社会
地区構成がみられるとしていることである。
3.分析
3. 1 分析手順
本論文では、コミュニティ特性に関する東京都
の地域類型を作成するために、以下の手JiI員で作業
をすすめる(注(1)) 0 (1)まず、コミュニティ活
動と関連すると考えられる変数を選択する (3.
2参照)。ここでは都市社会学の先行研究を中心
に変数の選択を議論してゆく o (2)選択された変
数をもとに因子分析(主成分分析)をおこない、
因子得点を算出する。 (3)つづいて因子得点にも
とづくクラスター分析をおこない、コミュニティ
特性に関する東京都の地域類型を導き出す。
3. 2 変数の選択
まずはじめに、コミュニティ特性に関する地域
類型作成のために使用する諸変数を提示しておく。
表1は本分析で使用した変数一覧である。これら
13の変数は (1)人口的・家族的指標(人口増加
率、三世代家族比率、年少人口比率、老年人目指
数)、 (2)社会経済的指標(自営業従事者比率、
労働力人口比率、家事従事者比率、管理・専門職
比率、ホワイトカラー比率、ブルーカラー比率)、
(3)昼間流動性指標(昼間流入人口比率、昼間流
出人口比率、白区市町村従事者比率)、という三
つの視点に要約することができる。
地域活動の水準が部分的には各地域社会にお
ける共同性によって規定されていると単純化して
考えると、それを近隣ネットワーク量として言い
換えることが可能だと考える。つまりここでは地
域社会における共同性を近隣におけるパーソナル
ネットワーク量の高低によって測定可能なものと
想定する。ここでは都市社会学におけるパーソナ
ルネットワーク研究(松本 1995、松本 1999)
を参考に、地域活動の水準と両指標との関係につ
いて確認しておこう。
松本康の名古屋調査の結果(松本 1995、松本
人口増加率
表 1 主成分分析に投入した変数一覧
95年人口/90年人口一 1
昼間流入人口比率
昼間流出人口比率
自区市町村従事者比率
三世代家族比率
年少人口比率
老年人口指数
労働力人口比率
自営業従事者比率
家事従事者比率
管理・専門職比率
ホワイトカラー比率
ブルーカラー比率
95年昼間流入人口/95人口
95年昼間流出人口/95人口
(95年自宅就業者+95年自区市町村就業者)/95年就業者総数
95年三世代家族世帯数/95年一般世帯数
95年15歳未満人口/95年人口
95年65歳以上人口/95年15-64歳人口
95年労働力人口/95年 15歳以上人口
95年自営業従事者数/95年就業者総数
95年家事従事者数/95年15歳以上人口
95年管理、専門・技術職従事者数/95年就業者総数
95年事務、販売、サービス業従事者数/95年就業者総数
95年運輸・通信、技能・採掘・建設作業、労務従事者数/95年就業者総数
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1999) において、 (1)の人口的・家族的指標、特
に家族周期段階と近隣ネットワーク量との問の関
連が確認されている(ただし女性においては子育
て期において、男性においては高齢期において隣
人ネットワークが増大する)。年少人口比率なら
びに老年人目指数はこのような観点から変数に選
択した。本分析においてはそのほかに、家事従事
者比率と三世代家族比率を加えている。家事従事
者は下記で述べる自営業従事者と同様に、パーソ
ナルネットワークが居住地区以外に拡がりにくい
半面、近隣ネットワーク量が相対的に多いことが
予想される。また三世代家族世帯については、乙
の世帯類型は他の世帯類型(核家族世帯、単身世
帯)と比較すると、世帯内の他の構成員を通じて
地域社会と関係をっくりやすく、そのため相対的
に近隣ネットワーク量が多くなると予想される。
また (2)の社会経済的指標についていうと、社
会経済的地位が高いほど友人ネットワークが広域
化すると予想される。先行研究によれば、近隣
ネットワーク量が多いのは男性の場合には自営業
種と無職、女性の場合には自営家族従業者、無職
に加え生産労働者であるとされている(松本
1999)。このこととの関係から、自営業従事者比
率と労働力人口比率を分析に加えている。自営業
従事者は地域社会においてそれぞれの顧客との関
係を大切にするため、居住する地域社会において
多数のネットワークを保有しやすく、地域活動の
中心的担い手となりやすいと考えられる。労働力
人口比率に関していうと、その比率が低いという
ことは家事従事者や学生が相対的に多いというこ
とを示している(本分析では表にしていないが、
13の変数の聞の相関係数を求めた結果、労働力人
口比率と家事従事者比率との聞に負の相闘が確認
された)。しかし家事従事者と学生とでは地域社
会への関わり方が異なると予想される。家事従事
者においては、自治会・町内会、各種サークル活
動を通じてパーソナルネットワークが地域社会で
形成されると予想されるが、学生は居住する地域
社会との関わりをまったく持たないと考えられる。
(3)の昼間流動性に関する指標であるが、昼間
流入人口比率が高いということは、その地域がビ
ジネスなどに使用される業務空間としての性格を
持っているということを示しており、昼間流出入
口比率が高いということはその地域がベッドタウ
ンとしての性格を示している。また、白区市町村
従事者比率が高いということは、パーソナルネッ
トワークを白区市町村内部で完結させる傾向にあ
ると予想される。
3. 3 因子分析
次に、コミュニティ活動を規定すると考えられ
る13の変数を投入し、因子分析(主成分分析で
パリマックス回転)をおこなった結果、固有値 1
以上の因子が4つ得られた。表2は各変数の因子
表2 主成分分析における4つの因子(成分行列表)
第1因子 第2因子 第3因子 第4因子
人口増加率 o. 272 0.816 0.127 o. 267 
昼間流入人口比率 o. 372 o. 127 0.065 0.812 
昼間流出人口比率 0.410 o. 320 0.213 -0. 760 
自区市町村従事者比率 0.327 o. 281 0.325 O. 789 
三世代家族比率 0.809 0.251 o. 391 0.231 
年少人口比率 0.485 0.837 0.061 o. 076 
老年人口指数 0.311 -0. 796 0.334 O. 344 
労働力人口比率 O. 100 0.060 -0.950 O. 137 
自営業従事者比率 O. 232 -0. 762 0.422 O. 163 
家事従事者比率 0.079 O. 310 O. 770 -0. 294 
管理・専門職比率 -0.875 0.050 0.342 0.031 
ホワイトカラー比率 一0.864 0.284 O. 321 0.027 
ブルーカラー比率 0.976 0.154 0.048 O. 019 
固有値(回転後) 4. 008 3.049 2. 335 2.242 
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ごとの負荷量を示している。なお、分析には
SPSS統計パッケージを使用している。
第一因子はブルーカラー比率と三世代家族比率
に高い正の因子負荷量を持ち、管理・専門職比率、
ホワイトカラー比率に高い負の因子負荷量をもっ
ている。ここではとりあえずブルーカラー・三世
代家族因子と名づけておこう。
第二因子は年少人口比率、人口増加率に高い正
の因子負荷量をもち、老年人目指数、自営業従事
者比率に高い負の因子負荷量をもつことから、都
市化の段階を示している因子と考えられる。この
ことから都市化因子と名づけておこう。
第三因子は家事従事者比率に高い正の因子負荷
量を持ち、労働力人口比率に低い負の因子負荷量
をもっている。解釈が難しいのだが、ここでは単
純に専業主婦因子と名づけておくこととする。
第四因子は昼間流入人口比率、白区市町村従事
者比率に高い正の因子負荷量をもっており、昼間
流出人口に高い負の因子負荷量をもっていること
から、高昼間人口因子と名づけておくこととしょ
っ。
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地図1クラスター分析の結果
譜第1クラスター (3) 
襲撃第2クラスター (11) 
璽第3クラスター (9) 
雪第4クラスター (15) 
lコ第5クラスター (14) 
己第6クラスター (2) 
3. 4 クラスター分析
上記で導かれた4つの因子の因子得点に基づい
て、クラスター分析をおこなった。クラスター分
析はユークリッド距離を用い、 Ward法を用いてお
こなった。その結果、解釈可能な6クラスターが
導き出された。地図 1はそれを地図化したもので
ある。以下4章においては各クラスターにおける
4つの因子の構造について確認してみよう。
4 コミュニティ特性に関する東京都の
地域類型
前章ではコミュニティ特性に関する地域類型が
提示された。この章では各類型における 4つの因
子の構造について確認してみよう。表3と図 1は
クラスターごとの4つの因子得点とその構造を示
している。
第1クラスターには千代田区、中央区、港区の
3地区が含まれる。このクラスターは第一、第二、
第三因子の因子得点がマイナス、第四因子の得点
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がプラスとなっている。このクラスターの特徴と
して目につくのは、第四因子である高昼間人口因
子の得点が高いことであるo ここから、この地域
が昼間人口が高い中央業務地区としての特徴を
持っていることが確認できる。また第一因子であ
るブルーカラー・三世代因子の得点が低く、この
地区においてはホワイトカラー従事者が比較的多
いことがわかる。第二因子である都市化因子の得
点もマイナスであり、この地域は都市型社会で、
高齢者や自営業従事者が相対的に多いといえる。
第2クラスターには新宿区、渋谷区、豊島区、
文京区、北区、世田谷区、武蔵野市、狛江市など、
いわゆる「山の手」地区が含まれる。このクラス
ターは第1クラスターと比較すると、第四因子以
外は同じ構造になっており、第2クラスターにお
いては因子の因子得点がマイナスとなっている。
このクラスターは、第1クラスターと同じくホワ
イトカラー従事者が多く、都市型地域であるが、
第1クラスターとは異なり、昼間には他地域、特
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に都心三区に人口を送り出している地域である。
第3クラスターには、台東区、墨田区、江東区、
品川区、大田区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾
区が含まれる。このクラスターは第一因子の得点
がプラスで、のこり三つの因子(第二因子、第三
因子、第四因子)の得点がマイナスとなっている。
このことからすると、この地域は相対的に労働力
人口が多く(また共働き夫婦も多いと予想され
る)、ブルーカラー従業者地域であるといえるだ
ろう。また都市化を終了した都市型地域であると
いえる。特に第三因子の専業主婦因子の得点は
-1.368と低く、第二因子の都市化因子も多少マ
イナスであることからすると、自営業従事者、共
働き夫婦が多い地域であるといえるだろう。
第4クラスターには三鷹市、小金井市、小平市
などの多摩東部地区の市や練馬区、町田市、多摩
市などが含まれている。このクラスターでは、第
一因子と第四因子がマイナスで、第二因子と第三
因子がプラスとなっている。これらの結果を解釈
クラスヲ一
目第1因子園第2因子ロ第3因子・第4因子
図1 クラスターごとの各因子得点
表3 クラスターごとの因子得点の平均
クラスター番号 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子
1 1. 397 O. 515 O. 291 2.964 
2 0.853 0.869 0.006 -0. 590 
3 0.464 O. 584 1. 368 0.053 
4 0.468 0.481 0.689 0.416 
5 O. 788 1. 006 0.179 O. 189 
6 2. 696 2.472 2.711 0.834 
?
??
?
9 
??
?
? ?
?
?
??
?
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すると、この地区はどちらかといえばホワイトカ
ラー従事者が多く、それらの人々が昼間において
人口が流出している地区であると予想される。一
方で他の地区と比較すると依然として都市化段階
の特徴が確認され、専業主婦が比較的多いことか
らしても、ライフステージの若い段階の世帯が多
いと解釈できる。
第5クラスターには江戸川区と多摩北部、多摩
西部地区の市町や府中市、稲城市が含まれる。こ
のクラスターにおいては、第一因子と第二因子の
得点がプラスとなっていることが確認できるが、
第三因子と第四因子はほとんど特徴としてあらわ
れてこなかった。これらのことから解釈すると、
ブルーカラー従事者が比較的多い、都市化段階の
地区であるといえよう。第四因子の得点は、プラ
スではあるがほぼ::tOである。この地区には江戸
川区、八王子市、立川市、青梅市などが含まれて
いることから分かるとおり、これらの市区は都心
への通勤人口を多く抱えているが、一方で第4ク
ラスターと比較すると白区市町村に就業する人が
比較的多いといえよう。
第6クラスターは槍原村と奥多摩町である。こ
の地域においては、第一因子と第三因子の因子得
点の平均がそれぞれ2.696と2.711とかなり高く、
逆に第二因子は-2.472とマイナスにかなり低い。
それらほど顕著な値ではないが、第四因子もプラ
スになっている。これらの特徴から、このクラス
ターはブルーカラー従業者ならびに専業主婦が比
較的多いと解釈することができる。しかし問題は、
第二因子は都市化因子がマイナスになっているこ
と、第四因子は高昼間人口因子が他と比べて高い
ことをどのように解釈したらよいか、ということ
である。第二因子の都市化因子に関して言えば、
この地域は老年人目指数が高く、若年人口比率が
低い。また、人口増加率も低いことからこの地域
はまだ、都市化段階に入っていないと考えたほうが
いいだろう。また第四因子の高昼間人口因子に関
しても、この地域への流入人口が相対的に少なく、
また流出人口も多くなく、自町村就業者が相対的
に多いことから、このような結果になっていると
考えられる。
以上、 6つのクラスターの特徴を簡単ではある
が描き出した。分析の結果として出現した地域類
型はゾーン型の特徴とセクター型の特徴を併せ持
つ、混合型の地域類型であった。つまり都心地区
が中心業務地区としての特徴を強調する形で一つ
のクラスターを形成し、その東側にブルーカ
ラー・自営業従事者が比較的多い、いわゆる「下
町」と呼ばれているクラスターが出現する。反対
の西側にはホワイトカラーが多い「山の手」が一
つのクラスターとして出現した。多摩地区は2つ
のクラスターが混在しているが、それら二つは都
市化段階であるという点で共通しているが、一方
はホワイトカラー従事者が多く共働き夫婦の少な
いクラスターと、他方でブルーカラー従事者が比
較的多く共働き夫婦が多いクラスターという形で
出現した。檎原村と奥多摩町は都市化段階以前の
クラスターであり、ブルーカラー従事者と三世代
世帯が多いクラスターとして導き出された。
しかし、この地域類型から各地域のコミュニ
ティ活動の水準が高いとか低いとかを議論するこ
とはできない。コミュニティ活動の水準を規定す
るのは、それらだけでなく、住民相互の問におい
て生ずる創発特性が新たな活動へと導いてゆくの
であり、その積み重ねによってこの地域類型とは
異なる活動水準のパターンが生じてくると思われ
るからである。調査上の制約があり、地域類型と
コミュニティ意識とコミュニティ活動との関連に
ついては今後の課題としたい。
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考にしている。
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Today， Itmust be necessary for residents to co町espondwith local issues col1ectively. But it is 
assumed that the levels of residents activities is partly dependent on regionali匂1and social attributes of 
residents. This paper is to describe a type of community area type about Tokyo. As a result of selecting 
thirteen variables defining the levels of community activity and executing factor analysis and cluster 
analysis， six community area type are drawn. The f切れreof the community area type is hybrid type both 
zone type and sector type. That is， the six types are (1) central business area (CBA)， (2)“Yamanote area" 
出 westside of CBA， (3) "Shitamachi area" as east side of CBA， (4)“East Tama area"， (5)“North Tama 
and West Tama area"， (6)“Okutama area". 
